
 
 

第 522回企業会計基準委員会 
資料番号 審議事項(3)-10 

日付 2024年 3月 18日 
  

 

プロジェクト パーシャルスピンオフの会計処理 

項目 公開草案を再度公表する必要性の有無等に関する検討 
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I. 本資料の目的 

1. 2023 年 10 月 6 日に公表した企業会計基準適用指針公開草案第 80 号（企業会計基準適用

指針第 2 号の改正案）「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針

（案）」等（以下「本公開草案」という。）に対するコメントは 2023 年 12 月 6 日に締め

切り、8 通のコメント・レター（団体等 6 通、個人 2 通）が寄せられた。当委員会では、

本公開草案に寄せられたコメントを分析し対応案の検討を行ってきた。その結果、現状

の文案においては、本公開草案の提案から変更した箇所がある。 

2. 本資料は、デュー・プロセスの観点から、公開草案を再度公表する必要性の有無について

検討することを目的としている。 

 

II. 公開草案を再度公表することの必要性 

3. 公益財団法人財務会計基準機構「企業会計基準及び修正国際基準の開発に係る適正手続 

に関する規則」（以下「適正手続規則」という。）第 20条第 5項では、以下のとおり記載

されている（文中の「委員会」とは、「企業会計基準委員会」を指す。）。  

「企業会計基準等及び修正国際基準を公表する前に、公開草案を再度公表する必要性が

ないか否かを、委員会において検討する。」 

したがって、本公開草案の公表以後に修正した項目について、公開草案を再度公表す

る必要性の有無を検討する必要がある。 

4. 本公開草案の公表以後、企業結合専門委員会及び企業会計基準委員会における審議によ

って、本公開草案の提案から主に以下の点について変更を行っている。 

(1) 企業会計基準適用指針公開草案第 80 号（企業会計基準適用指針第 2 号の改正案）

（「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針（案）」（以下「自

己株式等会計適用指針案」という。）の変更 

項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

① 間接支配 記載なし。 今回の基準開発の範囲 寄せられたコメントを
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

を含めた子

会社の取扱

いについて

の明確化 

に間接支配のケースが

含まれていないことを

明確化するため、自己

株式等会計適用指針の

第 28-4 項に配当を実

施する会社が当該子会

社の株式すべてを直接

的に保有している場合

のみを想定している旨

の記載を追加すること

とした。 

踏まえ、公開草案の文

案の記載をより明確化

するための変更であ

り、再度公開草案を公

表する必要性はないと

考えられる。 

② 非相互取

引に関する

記載の削除 

基準開発の対象となる

取引について適正な帳

簿価額で会計処理する

ことの説明の一つとし

て、自己株式等会計適

用指針案第 38-2 項に

おいて、非相互取引で

ある旨をあげている。 

会計処理を定める論拠

ではないことから、該

当の記載を削除するこ

ととした。 

寄せられたコメントを

踏まえて削除したもの

であり、左記の内容を

削除しても会計処理を

定める論拠の記載は十

分と考えられるため、

再度公開草案を公表す

る必要性はないと考え

られる。 

③ 「 共 通 支

配下におけ

る取引であ

る組織再編

に類似」とし

た記載の削

除 

基準開発の対象となる

取引について適正な帳

簿価額で会計処理する

ことの論拠として、自

己株式等会計適用指針

案第 38-2項におい

て、「総体としての株

主にとっては当該完全

子会社に対する投資が

継続していると考えら

れるため、共通支配下

における取引である組

織再編に類似した状況

「共通支配下の取引で

ある組織再編に類似し

た状況」と記載するこ

とによって、共通支配

下の取引の解釈を広く

される懸念があるとの

意見が聞かれたことか

ら、該当の記載を削除

することとした。 

寄せられたコメントを

踏まえて削除したもの

であり、左記の内容を

削除しても会計処理を

定める論拠の記載は十

分と考えられるため、

再度公開草案を公表す

る必要性はないと考え

られる。 
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

と考えられる。」こと

をあげていた。 

④ 経過措置

の設定理由

の明確化 

記載なし。 経過措置の設定理由に

ついて、自己株式等会

計適用指針第 57 項と

して追加することとし

た。 

寄せられたコメントを

踏まえ、自己株式等会

計適用指針第 23-3 項

に定めた経過措置を設

定した理由について、

明確化のために結論の

背景に追加して記載し

たものであり、再度公

開草案を公表する必要

性はないと考えられ

る。 

⑤ 自己株式

等会計適用

指針第 10 項

(2)に「完全」

を追記しな

いこと 

記載なし。 自己株式等会計適用指

針第 10項(2)に「完全」

を追記しないことにつ

いて、経緯と理由を自

己株式等会計適用指針

第 38-3 項として追加

することとした。 

本公開草案の提案内容

について経緯と理由を

明確化するために追加

して記載したものであ

り、本公開草案の提案

を変更するものではな

いことから、再度公開

草案を公表する必要性

はないと考えられる。 

 

(2) 企業会計基準適用指針公開草案第 81号（企業会計適用指針第 28号の改正案）「税効

果会計に係る会計基準の適用指針（案）」（以下「税効果適用指針案」という。）の変

更 

項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

① 表現の明

確化 

税効果適用指針案第

124-2項において「この

ため、当該取引につい

て本適用指針第 4 項の

定義に従って検討した

「当該一時差異」に何

が該当するかについて

説明が明確でなかった

ため、左記の下線部分

を「連結決算手続の結

寄せられたコメントを

踏まえ、本公開草案の

文案の記載をより明確

化するための変更であ

り、本公開草案の提案
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

場合、当該一時差異が

解消する時に連結財務

諸表における利益が減

額又は増額されないこ

とから、（後略）」と提案

している。 

果として生じる一時差

異のうち、自己株式等

会計適用指針第 10 項

(2-2)で定められた取

引において解消する部

分」とし、記載を明確化

した。 

を変更するものではな

いことから、再度公開

草案を公表する必要性

はないと考えられる。 

② 「 税 金 の

見積額」とし

た記載の見

直し 

税効果適用指針案第

124-3項において、「税

金の見積額」を繰延税

金資産及び繰延税金負

債として計上すること

になるとし、「税金の見

積額」は、税制適格とな

る場合には将来の税金

の見積額はゼロとなる

一方、税制非適格とな

る場合には配当により

税務上損金算入される

ことにより減少する税

金の額又は配当時に追

加で納付が見込まれる

税金の額であると提案

している。 

税効果適用指針案第

124-3項の「税務上損金

算入されることにより

減少する税金の額又は

配当時に追加で納付が

見込まれる税金の額」

とする記載を「解消す

る連結財務諸表固有の

一時差異に係る税金の

額」とし、記載を明確化

することとした。 

寄せられたコメントを

踏まえ、本公開草案の

文案の記載をより明確

化するための変更であ

り、本公開草案の提案

を変更するものではな

いことから、再度公開

草案を公表する必要性

はないと考えられる。 

③ 「計上す

る時期」とし

た記載の見

直し 

税効果適用指針案第

124-4項では「子会社に

対する投資に係る連結

財務諸表固有の将来減

算一時差異に係る繰延

税金資産又は子会社に

対する投資に係る連結

財務諸表固有の将来加

算一時差異に係る繰延

税効果適用指針案第

124-4 項の記載と税効

果適用指針第 22 項及

び第 23 項の記載が整

合していないことか

ら、左記の記載の下線

部分を「場合」とし、記

載を見直すこととし

た。 

寄せられたコメントを

踏まえ、本公開草案の

文案の記載をより明確

化するための変更であ

り、本公開草案の提案

を変更するものではな

いことから、再度公開

草案を公表する必要性

はないと考えられる。 
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

税金負債を計上する時

期について、本適用指

針第 22 項及び第 23 項

において定められてい

る。」と提案している。 

④ 税効果会

計を適用す

ることが適

切とする理

由の明確化 

税効果適用指針案第

124-2項において、「当

該一時差異についても

本適用指針が定める連

結財務諸表固有の将来

減算一時差異又は連結

財務諸表固有の将来加

算一時差異に係る定め

（本適用指針第 18 項

から第 27項参照）を適

用することが適切と考

えられる」と提案して

いる。 

税効果適用指針案第

124-2 項において税効

果を適用することが適

切とする理由をさらに

明確にするために、「税

制非適格の場合に連結

財務諸表上の税金等調

整前当期純利益と税金

費用との対応関係を図

るため」との記載を追

加することとした。 

寄せられたコメントを

踏まえ、本公開草案の

文案の記載をより明確

化するための変更であ

り、本公開草案の提案

を変更するものではな

いことから、再度公開

草案を公表する必要性

はないと考えられる。 

⑤ 当期税金

に関する取

扱いの明確

化 

記載なし。 税効果適用指針第 124-

5項において、当期税金

について損益に計上す

ることが考えられる旨

を理由と併せて追加し

て記載することとし

た。 

寄せられたコメントを

踏まえ、法人税等の計

上区分に関する考え方

を示すために結論の背

景にその旨を追記して

おり、本公開草案の提

案を変更するものでは

ないことから、再度公

開草案を公表する必要

性はないと考えられ

る。 

5. 上記の検討の結果、現状の文案では、公開草案を再度公表する必要はないと考えられる。 

 

 



 
  審議事項(3)-10 

 

6/6 

ディスカッション･ポイント 

上記の対応についてご意見を伺いたい。 

 

以 上 


